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社外取締役

高坂　敬三
1945年12月11日生
所有する当社株式数 0株

略歴、地位および重要な兼職の状況
1970年4月  弁護士登録 

色川法律事務所入所
1995年4月 大阪弁護士会副会長
2001年1月 色川法律事務所代表
2006年6月 東洋アルミニウム（株）社外監査役（現任）
2009年3月 当社社外取締役（現任）
2012年6月  積水化成品工業（株）社外監査役（現任）
2016年6月  （株）テクノアソシエ社外監査役（現任）
2020年1月  弁護士法人色川法律事務所代表（現任）
2020年6月 セーレン（株）社外監査役（現任）

社外取締役

札場　操
1956年2月23日生
所有する当社株式数 0株

略歴、地位および重要な兼職の状況
1979年4月  （株）ダイセル入社
2006年6月  同執行役員、同事業支援センター 

副センター長
2008年6月  同原料センター長
2010年6月  同代表取締役社長 社長執行役員
2019年6月  同取締役会長
2022年6月  同顧問（現任）
2023年3月  当社社外取締役（現任）

社外取締役

谷所　敬
1949年2月26日生
所有する当社株式数 0株

略歴、地位および重要な兼職の状況
1973年4月  日立造船（株）入社
2013年4月  同代表取締役 取締役社長兼COO
2016年4月  同代表取締役 取締役社長兼CEO
2017年4月  同代表取締役 取締役会長兼取締役社長
2020年4月  同代表取締役 取締役会長兼CEO
2022年4月  同代表取締役 取締役会長
2023年3月  当社社外取締役（現任）
2023年4月  日立造船（株）取締役相談役
2023年6月 同相談役（現任）

社外取締役

其田　真理
1959年7月24日生
所有する当社株式数 0株

略歴および地位
1982年4月 大蔵省（現財務省）入省
2010年7月 財務省理財局国有財産業務課長
2012年7月 国家公務員共済組合連合会総務部長
2014年1月 特定個人情報保護委員会事務局事務局長
2016年1月 個人情報保護委員会事務局事務局長
2021年3月 当社社外取締役（現任）

取締役（常務執行役員）

大川　直記
1961年7月9日生
所有する当社株式数 10,300株

略歴、地位および担当
2019年3月  当社入社
2022年3月 同取締役（常務執行役員）（現任）
［担当］財務戦略・経理統括

取締役

代表取締役（専務執行役員）

西口　豪一
1960年12月8日生
所有する当社株式数 22,700株

略歴、地位および担当
1983年4月 当社入社
2023年3月 同代表取締役（専務執行役員）（現任）
［担当］ タイヤ事業・オートモーティブシステム事業統括

取締役

池田　育嗣
1956年11月7日生
所有する当社株式数 63,800株

略歴および地位
1979年4月 当社入社
2019年3月 同代表取締役会長
2020年3月 同取締役会長
2023年3月 同取締役（現任）

常勤監査役

木滑　和生
1956年8月15日生
所有する当社株式数 40,294株

略歴および地位
1979年4月 当社入社
2015年3月 ダンロップスポーツ（株）代表取締役社長
2018年3月 当社代表取締役（副社長）
2023年3月 同常勤監査役（現任）

代表取締役 社長（社長）

山本　悟
1958年6月14日生
所有する当社株式数 37,530株

略歴および地位
1982年4月 当社入社
2019年3月 同代表取締役社長（社長）（現任）

取締役（常務執行役員）

西野　正貢
1962年2月8日生
所有する当社株式数 15,600株

略歴、地位および担当
1984年4月 当社入社
2022年3月 同取締役（常務執行役員）（現任）
［担当］ スポーツ事業・ハイブリッド事業・人事総務・

ESG・法務・調達統括

取締役（常務執行役員）

國安　恭彰
1969年9月4日生
所有する当社株式数　1,000株

略歴、地位および担当
1992年4月  当社入社
2023年3月  同取締役（常務執行役員）（現任）
[担当] 経営戦略・DX推進統括、経営企画部長

略歴、地位および担当
1985年4月 当社入社
2022年3月 同取締役（常務執行役員）（現任）
［担当］ 技術生産統括、知的財産・研究開発担当

取締役（常務執行役員）

村岡　清繁
1961年2月21日生
所有する当社株式数 7,300株

常務執行役員

青井　孝典
増田　智彦
増田　栄一

川松　英明
渡辺　泰生
松井　博司

執行役員

小松　俊彦
齋藤　健司
岩田　拓三
河瀬　二朗
濱田　裕史

水野　洋一
井川　潔
坂下　信吾
田中　進
津崎　正浩

執行役員

常勤監査役

石田　宏樹
1958年7月11日生
所有する当社株式数 51,800株

略歴および地位
2010年2月 当社入社
2011年3月 同取締役（常務執行役員）
2022年3月 同常勤監査役（現任）

社外監査役

村田　守弘
1946年7月20日生
所有する当社株式数 7,800株

略歴、地位および重要な兼職の状況
1970年12月 アーサーヤング東京事務所入所
1974年11月 公認会計士登録（現任）
2002年  7月 朝日KPMG税理士法人代表
2004年  1月 KPMG税理士法人代表社員
2006年  4月 村田守弘会計事務所代表（現任）
2011年  6月 カゴメ（株）社外監査役
2012年  3月 当社社外監査役（現任）
2016年  3月  カゴメ（株）社外取締役（監査等委員） 

コクヨ（株）社外監査役

社外監査役

アスリ・チョルパン
1977年10月25日生
所有する当社株式数 0株

略歴、地位および重要な兼職の状況
2008年 4月  コロンビア大学京都日本研究センター特定准教授
2012年10月  ハーバード大学ライシャワー研究所客員研究員 

マサチューセッツ工科大学政治学研究科
およびスローンビジネススクール客員准教授

2015年 7月  （株）グルメ杵屋社外取締役
2018年 3月 当社社外監査役（現任）
2018年 4月   京都大学大学院経済学研究科教授（現任） 

京都大学経営管理大学院教授（現任）
2019年  3月   NISSHA（株）社外取締役（現任）

社外監査役

安原　裕文
1956年8月28日生
所有する当社株式数 0株

略歴、地位および重要な兼職の状況
1979年4月  松下電器産業（株）（現パナソニックホール

ディングス（株））入社
2008年6月  パナホーム（株）（現パナソニック ホームズ

（株））取締役
2012年6月 同代表取締役
2015年6月  パナソニック（株）（現パナソニックホール

ディングス（株））常任監査役
2019年6月 参天製薬（株）社外監査役
2020年3月 当社社外監査役（現任）
2020年6月 日立造船（株）社外監査役（現任）
2023年6月 住友電設（株）社外取締役（現任）

氏名 選任理由

高坂　敬三
企業法務に精通した弁護士としての豊富な知見と、弁護士法人色川法律事務所代表のほか、東洋アルミニウム（株）、積水化成品工業（株）、（株）テクノアソシ
エ、セーレン（株）における社外監査役として企業経営に関与してきた経験を活かし、客観的見地から有益な提言や意見表明を行っております。また、当社の

「取締役・監査役の選任方針等」に照らして当社取締役に適任であり、当社のコーポレート・ガバナンスの向上が期待できるものと判断し、選任しております。

其田　真理
大蔵省（現財務省）等において要職を歴任し、マイナンバーを含む個人情報保護制度の構築に関与した経験から、金融・財務や政策立案に関する専門知識と
豊富な経験と幅広い見識を有しております。また、当社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らして当社取締役に適任であり、当社のコーポレート・ガバナン
スの向上が期待できるものと判断し、選任しております。

谷所　敬
エネルギー・水および脱炭素化をはじめとする環境分野の事業をグローバルに展開する日立造船（株）において代表取締役社長・会長を経験し、経営者として
の豊富な経験と幅広い見識を有するとともに、特に製造・技術、経営戦略の分野における豊富な業務経験を有しております。また、当社の「取締役・監査役の
選任方針等」に照らして当社取締役に適任であり、当社のコーポレート・ガバナンスの向上が期待できるものと判断し、選任しております。

札場　操
化学製品や高機能材料の製造・販売事業をグローバルに展開する（株）ダイセルにおいて代表取締役社長・会長を経験し、経営者としての豊富な経験と幅広
い見識を有するとともに、特に経営戦略・財務戦略の分野における豊富な業務経験を有しております。また、当社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らし
て当社取締役に適任であり、当社のコーポレート・ガバナンスの向上が期待できるものと判断し、選任しております。

独立社外取締役の選任理由
氏名 選任理由

村田　守弘

公認会計士および税理士としての財務および会計に関する相当程度の知見と、カゴメ（株）における社外取締役（監査等委員）およびコクヨ（株）における社外
監査役として監査業務および企業経営に関与した経験を活かし、社外監査役として客観的見地から取締役の業務執行や、当社のコーポレート・ガバナンスの
向上につながる提言および新中期計画についての意見表明を行っております。また、当社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らして当社監査役に適任で
あり、当社の監査体制の強化に資するものと判断し、選任しております。

アスリ・
チョルパン

経営戦略や企業統治を専門とする大学教授としての高度な学術知識と、（株）グルメ杵屋およびNISSHA（株）において社外取締役として企業経営に関与して
きた経験を活かし、社外監査役として客観的見地から取締役の業務執行や、当社のコーポレート・ガバナンスの向上につながる提言および新中期計画につい
ての意見表明を行っております。また、当社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らして当社監査役に適任であり、当社の監査体制の強化に資するものと判
断し、選任しております。

安原　裕文

パナホーム（株）（現パナソニック ホームズ（株））代表取締役のほか、パナソニック（株）（現パナソニックホールディングス（株））常任監査役、参天製薬（株）およ
び日立造船（株）の社外監査役として財務・企業経営に関与してきた経験を活かし、社外監査役として客観的見地から取締役の業務執行や、当社のコーポレー
ト・ガバナンスの向上につながる提言および新中期計画についての意見表明を行っております。また、当社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らして当社
監査役に適任であり、当社の監査体制の強化に資するものと判断し、選任しております。

独立社外監査役の選任理由

コーポレート・ガバナンス

取締役、監査役および執行役員 （2023年3月28日現在）

監査役
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コーポレート・ガバナンス

取締役会の知識・経営・能力のバランス、多様性および規模の考え方
　当社は、企業理念体系「Our Philosophy」の実現、ESG経営の推
進による中長期的な重要課題（マテリアリティ）の解決および
2023年2月に発表した新中期計画の遂行に向け、取締役会がその
意思決定および経営の監督機能を適切に行うために、取締役および
監査役として備えるべき専門性をスキルマトリックスとして整理
しています。各項目の内容は、事業環境および当社の経営計画や事

業特性も考慮し、指名・報酬委員会で議論のうえ取締役会で決定
し、各人に主に期待する専門性を最大4項目まで記載しています。 

取締役および監査役候補者の選定にあたっては、当該スキルマト
リックスに照らし、取締役会の機能を発揮できる適切な人数の、各
分野の専門家でバランス良く構成しています。

取締役・監査役のスキルマトリックス

氏　　名 現在の当社に
おける役職※1

在任
年数

企業経営・
経営戦略 製造・技術 海外事業 営業・

マーケティング
法務・

ガバナンス
財務戦略・
会計 DX・IT

2022年度出席状況
取締役会 監査役会

山本　悟 代表取締役 社長
（社長） 8年 ● ● ● 14回中

14回 ー

西口　豪一 代表取締役
（専務執行役員） 2年 ● ● ● ● 14回中

14回 ー

村岡　清繁 取締役
（常務執行役員） 1年 ● ● 11回中

11回 ー

西野　正貢 取締役
（常務執行役員） 1年 ● ● ● ● 11回中

11回 ー

大川　直記 取締役
（常務執行役員） 1年 ● ● 11回中

11回 ー

國安　恭彰 取締役
（常務執行役員） 新任 ● ー ー

池田　育嗣 取締役 16年 ● ● ● 14回中
14回 ー

高坂　敬三 社外取締役※2 14年 ● ● 14回中
14回 ー

其田　真理 社外取締役 2年 ● ● ● 14回中
14回 ー

谷所　敬 社外取締役 新任 ● ● ● ● ー ー

札場　操 社外取締役 新任 ● ● ● ー ー

木滑　和生 常勤監査役※３ 新任 ● ● ● ● 14回中
14回 ー

石田　宏樹 常勤監査役 1年 ● ● ● ● 14回中
14回

12回中
12回

村田　守弘 社外監査役 11年 ● ● ● 14回中
14回

12回中
12回

アスリ・チョルパン 社外監査役 5年 ● ● ● 14回中
14回

12回中
12回

安原　裕文 社外監査役 3年 ● ● ● 14回中
14回

12回中
12回

注： 各人に主に期待する専門性を最大４項目まで記載しております。上記一覧表は、各人の有するすべての経験や専門性を表すものではありません。 
※1 （　）内の役職は、取締役の執行役員としての役職を表しております。 
※2 取締役会議長、指名・報酬委員会委員長 
※3 監査役会議長

スキルマトリックスの項目採用理由

取締役・監査役の選任方針・選解任基準

スキル項目 採用理由

企業経営・経営戦略

「最高の安心とヨロコビ」を実現するためには、ESG経営を含むサステナブルな成長戦略の策定スキルおよび企業でのマネジ
メント経験・経営実績を持つ取締役会メンバーが必要である。また、当社の経済的・社会的価値をさらなる高みへ導くためには
新たな価値の創出が必要不可欠であり、それを実現するために事業変化をいち早く察知して、既存事業にとどまらない新たな
可能性を追求し、事業ポートフォリオ戦略策定および組織の変革に関するスキル・知見を持つ取締役会メンバーが必要である
ため。

製造・技術
お客様に「最高の安心とヨロコビ」を届けるためには、当社が飽くなき技術革新によって培ってきた先進テクノロジーに関する
知見が豊富であり、サステナブルな循環型社会を実現するための人や環境にやさしい製品づくりに関するスキル・知見を持つ
取締役会メンバーが必要であるため。

海外事業
当社事業におけるグローバル体制の成果を最大化するためには、海外駐在員として海外子会社での代表者やそれに準じるポ
ジション等の経験があり、海外での事業マネジメントに関するスキル・知見を持つ取締役会メンバーが必要であるため。

営業・マーケティング
当社の先進テクノロジーによって生み出された高機能商品をグローバルに拡販し、急速に進む電気自動車（EV）化に対応して
付加価値の高い商品を提供し続けていくことがお客様と社会からの期待を超える価値の創造につながり、そのためにはマー
ケットトレンド把握や営業戦略策定に関するスキル・知見を持つ取締役会メンバーが必要であるため。

法務・ガバナンス
当社がグローバル展開を継続していくうえでの基盤は、適切なガバナンス体制の確立であり、グループ全体での経営監督の実
効性向上のためにも、法務的知見およびコーポレート・ガバナンスやリスク管理分野でのスキル・知見を持つ取締役会メン
バーが必要であるため。

財務戦略・会計
当社資本の効率的な運用による企業価値の最大化のためには、正確な財務報告、強固な財務基盤構築が実現でき、持続的な
企業価値向上に向けた成長投資（M&Aを含む）の推進と株主還元の強化を実現する的確な財務・資本戦略策定に関するスキ
ル・知見を持つ取締役会メンバーが必要であるため。

DX・IT
「未来をひらくイノベーション」を実現するためには、AIやIoTを積極活用したデータドリブン型の企業文化の確立が必要であ
り、さまざまなイノベーションの推進実績や、デジタル技術分野でのスキル・知見を持つ取締役会メンバーが必要であるため。

　住友ゴム工業株式会社（以下、｢当社｣という。）は取締役およ
び監査役（以下、｢役員｣という。）を選解任するにあたっては、以
下に定める方針・基準に従う。
　取締役の選解任案は指名・報酬委員会での厳格な審議・答申
に基づいて、取締役会で決定する。監査役の選解任案は監査役
会の同意を得たうえで、取締役会で決定する。その後、それぞれ
の候補者を株主総会の議案として提出する。

（1）基本方針
　取締役会の役割、責務を実効的に果たすための能力・意欲・
経験を有し、当社のコーポレート・ガバナンスの向上や、当社事
業を通じた社会課題の解決への貢献ができる人物を役員候補
者とする。

（2）選任基準
　当社の役員は、次に掲げる条件を満たす必要がある。
　① 当社企業理念「Our Philosophy」を深く理解し自ら体現し

ていること
　② グループ全体を客観的にとらえ、周囲の環境変化を踏まえ

た分析・判断能力を有すること

　③ 当社経営方針を踏まえ、中長期的な企業価値向上の実現に
向けて、最善の努力を惜しまないこと

　④ 当社取締役会のスキルマトリックスに定める項目である
企業経営・経営戦略、製造・技術、海外事業、営業・マーケ
ティング、法務・ガバナンス、財務戦略・会計、DX・IT等の
専門分野に関する知見を有し、当該専門分野での実績が十
分であること、かつ当該候補者が選任されることで、当社
取締役会のスキルマトリックスのバランスが取れ、多様性
が確保されること

　⑤ 社外役員については、会社の持続的な成長を促し、中長期
的な企業価値の向上を図る観点から、当社経営の監督者と
して相応しい人物であること

（3）解任基準
　当社役員が、役員としての役割・責務を適切に果たせない場
合（法定の欠格事由に該当した場合、公序良俗に反する行為を
行った場合または健康上の理由その他職務の継続が困難に
なった場合等）には解任を検討するものとする。

 以上
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コーポレート・ガバナンス

役員報酬等

役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に関わる事項
① 基本方針
　当社役員（取締役および執行役員）の報酬は、企業価値の持続的な
向上を図るインセンティブとして十分機能するよう株主利益と連
動した報酬体系とし、個々の役員の報酬の決定に際しては各職責を
踏まえた適正な水準とすることを基本方針としています。
　具体的には、社外取締役を除く取締役および執行役員の報酬は、
固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬としての賞与により構成
し、社外取締役を除く取締役には中長期インセンティブとしての株
式報酬を、監督機能を担う社外取締役については、職務の独立性確
保の観点から、基本報酬のみを支払うこととします。

② 個人別の基本報酬の額の決定に関する方針
　当社役員の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責・在任年数
に応じて、他社水準、当社業績、従業員給与水準等を考慮し総合的に勘
案し決定した基本報酬テーブルに基づき決定するものとします。

③ 短期業績連動報酬の内容および額の算定方法の決定に関する方針
　短期業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高
めるため業績指標を反映した現金報酬とし、業績指標の達成度合い
に応じた額を賞与として、毎年一定の時期に支給しています。
　業績指標としては、事業利益や親会社の所有者に帰属する当期純
利益等の特に当社が企業戦略上重視する指標を選択することとし、
その値は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、
環境の変化に応じて、指名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを
行うものとします。
　各人への配分については、中長期的な観点も踏まえ、役位や職務
内容、責任度合い、所管部門の主要目標の達成度、会社業績への貢献
度等も考慮して定めるものとします。

④ 中長期インセンティブ報酬の内容および額の決定に関する方針
　中長期インセンティブ報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を
図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主との一層の価
値共有を進めるため、当社の取締役会が正当と認める理由による退
任時まで、株式の譲渡制限を付した当社株式を割り当てます。株式
数は役位に応じて、他社水準、従業員給与水準等を考慮し総合的に
勘案し決定した株式報酬テーブルに基づき決定するものとします。

⑤ 個人別の報酬額に対する割合の決定に関する方針
　社外取締役を除く取締役および執行役員の種類別の報酬割合に
ついては、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する
企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位が下位の
役位よりインセンティブ報酬のウエイトが高まる構成とし、指名・
報酬委員会において報酬割合の検討を行います。
　取締役会（下記⑥の委任を受けた代表取締役社長）は指名・報酬委
員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の
範囲内で役員の個人別の内容を決定することとしています。
　なお、報酬の種類毎の比率の目安は、社外取締役を除く取締役は、
固定報酬（基本報酬）：短期業績連動報酬（賞与）：中長期インセン
ティブ報酬（株式報酬）＝75%：20%：5%、執行役員は80%：20%
とします。（業績指標を100%達成した場合）
　ただし、実際に支給する業績報酬は、連結事業利益等により変動
するため、支給割合は以下の通り変動します。

⑥ 役員の個人別の報酬等の内容についての決定の委任に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社
長がその具体的内容の決定について委任を受けるものとし、その権
限の内容は役員の基本報酬の額および担当業務を踏まえた賞与の
評価配分としています。
　取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使され
るよう、指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記
の委任を受けた代表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定を
しなければならないこととしています。

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

① 役員の報酬等に関する株主総会の決議について 
　取締役および監査役の報酬等の限度額は、2015年3月26日開催
の第123期定時株主総会において、取締役については年額800百万
円以内（うち社外取締役分は年額70百万円以内）、監査役について
は年額100百万円以内と決議されています。なお、その時点での員
数は取締役11名（うち社外取締役は2名）、監査役5名（うち社外監

査役3名）でした。また、取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制
限付株式の付与のための報酬等の限度額は、取締役の報酬限度額と
は別枠で、2022年3月24日開催の第130期定時株主総会において、
年額40百万円以内かつ年20,000株以内と決議されました。 なお、
その時点での員数は取締役（社外取締役を除く）7名でした。

② 最近事業年度の役員報酬額等の決定過程における、指名・報酬委
員会および取締役会の活動について

　2022年７月28日、11月30日、2023年1月30日に指名・報酬委
員会を開催し、それぞれ委員長、委員の全員が出席しました。同委員
会においては当社の報酬制度や水準、基本報酬、賞与額およびその
妥当性について議論しました。その答申を受けて、2023年２月28
日の取締役会にて賞与額を審議の上、決議しました。

役位 固定報酬
（基本報酬）

短期業績
連動報酬
（賞与）

中長期
インセンティブ報酬
（株式報酬）

取締役 72～95% 0～20% 5～8%

取締役以外の役員 80～100% 0～20% －

役員区分 報酬等の総額（百万円） 対象となる役員の員数

取締役（社外取締役を除く） 441 11名

監査役（社外監査役を除く） 54 3名

社外役員 73 7名

注： 上記支給人員には、2022年3月24日付で退任した取締役4名、監査役1名が含まれて
います。

取締役会の実効性向上に向けた取り組み

社外役員も全員参加で議論を深化　オフサイトミーティングで経営課題を重点議論
　当社では、中長期的な企業価値向上を目的として、取締役会の実効性を高
める施策を積極的に推進しています。その一環として、中期経営計画やそ
の他の経営課題に関する議論を深化させるべく、定例の取締役会とは違っ
た場所、違った雰囲気で自由に意見交換ができる「オフサイトミーティン
グ」を2022年6月に開催しました。

　取締役会での議論をベースに、視点を変えた新たな議論がなされ、役員間
の共通認識がより一層強固なものとなりました。
　今後も当社では、「オフサイトミーティング」のような施策を必要に応じ
て実施し、取締役会を中心としたグループガバナンスの強化を図りながら、
中長期的な企業価値の向上に向けて取り組みを進めていきます。

トピックス

取締役会の運営

　取締役会に付議される事項について開催前に十分な検討を行う
ことができるように、社外取締役および社外監査役に対し、付議内
容について事前に資料を配布し、質問を受け付けたうえで事前説明
を実施しています。また、経営会議での議論内容を共有したり、取
締役会で議論が必要な「経営上の重要な意思決定事項」については
担当の執行役員が議案の要点を事前に説明する場を設けたりする
など、取締役会での充実した議論の実現に向けた取り組みも行って
います。

取締役・監査役に対する研修

　取締役、監査役および執行役員に対して、当社が費用を負担して
外部の役員研修への参加を促し、上場会社の重要な統治機関の一翼
を担う者として必要な知識を習得させています。加えて、新任社内
取締役に対しては、外部講師を招いてガイダンスを行い、取締役の
役割や責務について理解を深めてもらっています。また、新任社外
役員に対しては、当社グループの事業概要や、業績、対処すべき課題
等についての説明の機会を設け、当社の企業価値向上のため、より
適切な助言を行ってもらうよう努めています。

取締役会の実効性に関するアンケートの実施

2022年取締役会の主な議題（付議案件）

取締役会の2023年度の活動方針

◯�各執行部の具体的な課題と対応状況
◯�取締役会実効性向上アンケートの結果を踏まえた今後の対応について
◯�リスク管理委員会、企業倫理委員会、サステナビリティ推進委員会の状況
◯�政策保有株式の一部売却
◯�譲渡制限付株式報酬の導入

◯�所有資産の売却
◯�デジタルイノベーション経営の実現に向けたシステム投資
◯�サステナビリティビジョンの策定
◯�新中期計画の策定

　取締役会は、当社グループの企業理念体系「Our Philosophy」の実現、
ESG経営の推進による中長期的な重要課題（マテリアリティ）の解決およ
び新中期計画の遂行を通じて、企業価値の向上を図りつつ、意思決定および

経営の監督機能を適切に行ってまいります。
　特に、2023年度は、新中期計画において掲げている「既存事業の選択と
集中」「成長事業の基盤づくり」を中心に、議論を行う予定です。

2016年度～2020年度

·  評価手法
事務局が取締役会メンバーに対してアンケートを
実施。定量評価に加えて、定性的なコメントも集約
し分析。結果をもとに課題を抽出し対策を実施して
きた。

·  主な取り組み
・取締役会付議基準金額の引き上げ 
・資料展開時期の早期化 
・付議事項に関する事前質問受付／回答

…等

2022年度

·  評価手法
事務局が取締役会メンバーに対してアンケートを
実施。定量評価および定性的なコメントを分析し、
課題を抽出した。

·  評価結果
2021年度実効性評価において課題であった以下
の項目について、いずれも改善できていることが確
認できた。
・取締役会での議論時間の確保
・社外役員への情報提供の拡充

·  主な課題
・重要テーマに関する議論の機会の拡充
・IR/SR活動の情報共有機会の拡充

2021年度

·  評価手法
独立した第三者機関である評価会社が取締役会メ
ンバーに対してアンケートおよびインタビューを実
施。2021年12月開催の取締役会において当該評
価会社より報告を受け、取締役会で議論を実施した。

·  評価結果
当社取締役会には①社外役員への情報共有の充実
②ダイバーシティの確保に強みがあり、実効性は概
ね高い水準であることを確認した。

·  主な取り組み
・取締役会付議基準のさらなる見直し
・社外役員への情報共有機会の拡充
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コーポレート・ガバナンス

内部統制システムに関する基本方針
　当社は、以下のとおり当社グループ（当社および会社法第2条第
3号に定める子会社）の業務の適正を確保するために必要な体制

（以下、内部統制システムという。）を整備しています。
　なお、今後とも内部統制システムの一層の充実を図るものと
し、下記の内容を見直す場合には当社取締役会に付議することと
しています。

（1） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する
体制

　当社文書管理規定に従い、起案決裁書等、取締役の職務の執行
に係る情報を記録し、適切に管理する。当社取締役および当社監
査役は、これらの記録を随時閲覧できるものとする。

（2） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの事業活動に重大な影響を及ぼす恐れのある品
質、法律、環境、与信、事故、災害等の経営リスクについては、当社
グループ全体のリスク管理について定めるリスク管理規定に基
づき、それぞれの担当部署および各子会社において事前にリスク
分析、対応策を検討し、当社の経営会議等で審議する。リスク分
析・対応策の検討に当たっては、必要に応じて顧問弁護士等の専
門家に助言・指導を求める。
　当社グループ横断的なリスクについては、当社管理部門の各部
が、それぞれの所管業務に応じ関連部署および各子会社と連携し
ながら、グループ全社としての対応を行う。
　リスク管理委員会は、当社グループ全体のリスク管理活動を
統括し、リスク管理体制が有効に機能しているか適宜調査・確認
する。
　当社グループにおいて重大なリスクが顕在化し、または顕在化
が予想される場合には、危機管理規定に基づき、当社社長が危機
管理本部を設置する。

（3） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制

　取締役や管理職等の職務執行が効率的かつ適正に行われるよ
う、当社では職制および業務分掌規定において担当部署、職務権
限および各組織の所管業務を定め、各子会社にもこれに準拠した
体制を構築させる。
　また、当社では執行役員制を採用し、環境変化や顧客ニーズに
応じた機動的な事業運営を行う体制とする。
　なお、各部門・各子会社の業績や効率性については、中期経営計
画等を策定するとともに、予算会議において目標を設定（目標は
必要に応じて随時見直す）し、グループ業績会議において月次単
位で達成状況を報告させ、把握・分析する。
　当社グループの業務全般においてIT・デジタル技術の活用を推
進し、職務執行の効率化を図る。

（4） 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合す
ることを確保するための体制

　住友ゴムグループの企業理念体系「Our Philosophy」を意思決
定の拠り所、行動の起点とし、企業行動基準や各種コンプライア
ンス・マニュアルの当社グループ全体への浸透に努めるほか、経
営トップの指針を明示して、法令遵守、企業倫理の維持が経営の
根幹をなすものであることを当社グループ全体に徹底する。
　当社社長を委員長とする企業倫理委員会において、当社グルー

プ横断的なコンプライアンス・リスクの把握、分析および評価、研
修の企画・実施、違反事例に係わる原因の究明や再発防止策の立
案およびそれらの当社グループ内への周知徹底を行う。
　企業倫理ヘルプラインを設置し、企業倫理上疑義のある行為等
について、当社グループの従業員等が直接通報・相談できる体制
とする。企業倫理ヘルプラインに寄せられた情報については、企
業倫理委員会において、状況把握を行い、必要な対策をとるもの
とする。
　住友ゴムグループの企業行動基準に、反社会的勢力との関係を
一切遮断することを規定し、反社会的勢力からの一切の要求を拒
絶する体制とする。

（5） 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に
関する体制

　当社の所管部署は子会社各社の業績等の目標およびその達成
状況について各子会社の取締役等から定期的に報告を受けると
ともに、関係会社管理規定に基づき、当社の経営会議、取締役会に
付議すべき事項やリスク管理、コンプライアンス等に関する一定
の事項について適宜報告を受け、または必要により当社と協議す
る体制をとるものとする。

（6） 財務報告の適正性を確保するための体制
　金融商品取引法および金融庁が定める評価・監査の基準なら
びに実施基準に沿った内部統制システムの整備を進め、当社グ
ループの財務報告の適正性を確保するための体制の一層の強化
を図る。

（7） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場
合における当該使用人に関する事項

　当社監査役の業務を補助すべき専任者として監査役付を配置
し、もっぱら当社監査役の指揮命令に従うものとする。
　また、監査役付の人事異動、人事評価に際しては、あらかじめ監
査役会に意見を求めるものとする。

（8） 取締役および使用人が当社監査役に報告をするための体制そ
の他の監査役への報告に関する体制

　当社常勤監査役は当社の経営会議その他の重要な会議に出席
し、当社グループの状況を適切に把握することとする。
　リスク管理上重要な事項等については、当社グループの取締役
または部門長等から適宜当社監査役に報告する体制とする。
　企業倫理ヘルプラインに通報された事項 （軽微なものを除
く。）は、当社監査役会に報告する。当社グループ各社を適用対象
とする企業倫理取り組み体制に関する規定において、企業倫理ヘ
ルプラインへの通報者に関する事項の守秘、通報者への不利益な
取り扱いの禁止をする等、当社監査役へ報告したことを理由とし
た不利益な取り扱いを禁止する体制とする。

（9） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制

　当社監査役が当社グループの取締役または部門長等からヒア
リング等を行う機会を適宜確保する。
　当社監査役の職務執行について生ずる合理的な範囲の費用に
ついては、臨時での出費を含め、当社に精算を請求できる体制と
する。

原文掲載 リスクマネジメント

　住友ゴムグループの事業活動に重大な影響を及ぼす恐れのある
品質、法律、環境、与信、事故、災害等の経営リスクについては、当社
グループ全体のリスク管理について定めるリスク管理規定に基づ
き、それぞれの担当部署および各子会社において事前にリスク分
析、対応策を検討し、当社の経営会議等で審議しています。
　また、リスク分析・対応策の検討に当たっては、必要に応じて顧
問弁護士等の専門家に助言・指導を求めます。
　当社グループ横断的なリスクについては、当社管理部門の各部

が、それぞれの所管業務に応じ関連部署および各子会社と連携しな
がら、グループ全社としての対応を行います。リスク管理委員会
は、住友ゴムグループ全体のリスク管理活動を統括し、リスク管理
体制が有効に機能しているか適宜調査・確認します。
　当社グループにおいて重大なリスクが顕在化し、または顕在化が
予想される場合には、危機管理規定に基づき、当社社長が危機管理
本部を設置します。

　当社リスク管理規定に基づきリスク管理委員会を2回開催し、当社グ
ループ横断的なリスクの管理活動を統括するとともに、当社グループ全体
のリスク管理体制が有効に機能していることを確認しました。
　海外で発生した地政学的なリスクに際しては、社長を本部長とする危機
管理本部を設置するなど、グループ全体の事業運営や業績への影響を最小
限にとどめるべく、従業員・家族の安全確保や生活支援、サプライチェーン
への影響把握と対策実施等を各事業部・機能部門と連携して進めました。

　また、台湾有事が発生した場合の影響および対応についても検討を開始
しています。
　このほか、新型コロナウイルス感染症については、社長を本部長とする危
機管理本部において、グループ全体の事業の操業・業績への影響を最小限
にとどめるべく、継続的に対応しました。具体的には、従業員・家族の安全
確保を最優先としつつ、感染予防対策の実施や感染者発生時の対応等の整
理、サプライチェーンを含む情報の把握と対策の実施等につき、危機管理本
部が中心となり、各事業部・機能部門と連携して進めました。

＜2022年度の主な対応＞

　住友ゴムグループは、阪神淡路大震災・東日本大震災による二度の被災
経験を活かし、BCPを整備しています。
　本社機能および国内・海外の製造拠点、国内子会社において、人命尊重と
顧客への早期の製品納入再開を目指したBCPの策定を完了し、定期的に訓
練を実施し、実効性の向上を図っています。
　また、台風や豪雨など、年々脅威を増す自然災害に対しても、災害対応を
通じて得た教訓をBCPに盛り込み、内容を拡充しています。具体的には、大
地震により公共交通機関が麻痺した場合や、豪雨や河川の氾濫で避難指示
が出される場合の出退社基準を2019年度に設けました。また、その内容を
記載した「災害発生時の基本行動」の携帯用冊子を改訂して改めて従業員
へ配布し、内容の周知を図りました。

　2020年度以降は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に対し、社長
を本部長とする危機管理本部を設置し、国内外グループ全社における従業
員とその家族の安全確保・感染予防対策等を進めました。この経験を踏ま
え、一部国内拠点および国内外の関係会社を含む主要拠点にて感染症対策
を含めたBCPの内容拡充を進めました。
　2022年度は、海外での地政学的なリスクの高まりを踏まえ、過去の対
応事例に基づき戦争時のBCPの整備を進め、有事発生時の駐在員・現地
従業員の安全確保、営業、物流、原材料調達など必要な対応の検討を実施
しました。
　今後も、従業員の安全確保および事業継続の観点から、BCPの内容を継
続的に拡充できる体制を整備していきます。

BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）

全社的リスク管理体制

◯ リスク管理の有効性の報告を受け、改善の確認・検討
◯ 事故事例、再発防止策等の報告を受け、対策、または対策案の委員会への付議
◯ グループのリスク管理活動の統括に係る事項

事業戦略上のリスクの管理

リスク管理委員会
委員長： 社長
委　員： 三極本部、人事総務、法務、経理財務、経営企画、海外事業、デジタル企画、物流、生産計画、生産、研究開発、オートモーティブ 

システム事業、材料開発、タイヤ技術、新車用タイヤ営業、市販用タイヤ営業、ハイブリッド事業、スポーツ事業担当各役員

取締役会

◯ 各部門およびグループ会社のリスク管理状況の調査・確認
◯ リスク管理体制の不備や有効性に係る問題の委員会への上申
◯ リスク管理委員会の記録の保管・管理
◯ BCPの推進、BCP立案部門の支援

各部署

所管子会社

リスク管理委員会事務局
監査部、総務部、法務部、経理財務本部、調達本部、経営企画部、海外事業部、デジタル企画部、生産計画部
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コーポレート・ガバナンス

定期的に報告
必要に応じて
報告

必要に応じて
連携

●相談案件に対するフィードバック
●相談に伴う不利益扱いはしない
●相談者の秘密保持

直接相談 直接相談

取締役会 監査役会

企業倫理ヘルプライン

住友ゴムグループの役員・従業員および取引先

コンプライアンス相談室 外部窓口
堂島法律事務所

企業倫理委員会

コンプライアンス

　住友ゴムグループは、「法令遵守・企業倫理の維持は、企業存続の
根幹に関わるものであり、企業として長期的に活力を維持し、競争
力を高めていくために必要不可欠である」と考えています。この考
えを推進するべく、2003年2月に「企業倫理取り組み体制に関する
規定」「住友ゴムグループ企業行動基準」を制定し、グループ全体で
のコンプライアンス体制の整備とコンプライアンス意識の醸成に
取り組み、現在まで運用しています。また、2004年には「コンプラ
イアンス相談室」として社内の相談窓口に加え社外の弁護士を外部
窓口として設置するとともに、コンプライアンス遵守の意識づけを
図るメッセージとコンプライアンス相談室の通報先を記載したコ
ンプライアンスカードも全従業員に配布して、通常の職制ラインを
通じた報告以外の報告ルートを周知することで、不正の早期発見が
図れる体制も整備しました。

　14回開催した取締役会での監督に加え、12回開催した監査役会での監査等を通じて、取締役の業務執行が法令および定款に適合していることを確認し
ました。また、住友ゴムグループのコンプライアンス事案を審議する企業倫理委員会を4回開催し、企業倫理ヘルプライン通報案件への真摯な対応を含め、
住友ゴムグループ横断的なコンプライアンス・リスクへの対策等も引き続き行いました。
　これに加えて2022年度は、前年に発生した不適切事案の再発防止を図るべく、企業行動基準を5年ぶりに改訂し、業務シーン別のケーススタディの掲
載、品質管理に関する項目の拡充、コンプライアンス相談室の連絡先ページをより見やすい位置に配置、Bad News First/Fastに関する項目を新設するな
どの改編を行っています。こちらについては、QRコードも掲載して従業員各自のスマートフォンでも適宜確認できるようにするとともに、グローバルで
も展開できるよう当社拠点のある地域の言語に翻訳し、各拠点長から各拠点従業員にも展開し、周知を図っています。企業倫理月間である10月には毎年企
業倫理講演会を開催していますが、2022年度は改正育児・介護休業法への対応に関する内容で男性育児参画の推進を図りました。これらの活動に加えて、
当社企業理念の「Our Philosophy」や住友事業精神の理解促進活動を継続する等、住友ゴムグループ各部門においてそれぞれ企業倫理意識向上活動に取り
組みました。

＜2022年度の主な対応＞

コンプライアンス取り組み体制

税の透明性

　当社は2020年、税務方針として「税務に対する基本的な考え方」
を当社サステナビリティサイト内に開示しました。また、グローバ
ル税務戦略の実行目標年を2025年と設定し、進めています。

税務に対する基本的な考え方
　住友ゴムグループは、法令と社会規範を遵守・尊重し、広く地域・
社会に貢献し、すべてのステークホルダーに期待され信頼されるグ
ローバルな企業として、快適で魅力ある新しい生活価値を創出し続
け、持続的に企業価値を高めていくことを経営の基本方針としてい
ます。
　この方針の一環として、当社グループは、企業活動を通じて適正
な納税の義務を果たし、地域社会の発展に貢献します。事業を展開
する各国の税法および国際的なルールを遵守し、さらにはそれらの
法の精神に則り、適時適正な納税を実施します。

·税務リスクの管理
　業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関し、取締役会
で決議し、適切に運用しています。また、当社グループの事業活動
に重大な影響を及ぼす恐れのあるリスクについては、リスク管理規
定に基づき、それぞれの担当部署および各子会社において事前にリ
スクを分析し、対応策を検討しています。税務リスクに関しても適
宜調査・確認を実施し、確実な内部統制を確保することで、リスク
を最小限に抑えるよう努めています。これらのリスク分析・対応策
の検討に当たっては、必要に応じて顧問税理士等の専門家に助言・
指導を求めます。

·税務プランニング
　またOECDガイドラインと各国の関係法令に従い、経済的実態
を適切に反映した、税務プランニングに取り組んでいます。租税回
避の手段としてタックスヘイブンを悪用せず、課税額の削減のみを
目的とした取引は行いません。

·税務当局との関係
　当社グループは、ステークホルダーごとに果たすべき責任を意識
し、自分たちに求められていることは何かを把握するため、日常的
なコミュニケーションを大切にしています。税務当局との関係も
同様で、適切かつ協力的な関係の構築に努めるとともに、情報開示
等の透明性を高め、関連法令および規定に従って適時に申告・納付
を行います。

ESG経営マネジメント体制

　ESG経営を推進するにあたり、「サステナビリティ推進委員会」
と「サステナビリティ推進担当者会議」の2層構造で行っています。
　「サステナビリティ推進委員会」は、マネジメントレビュー実施
によるESG経営に関するガバナンスの強化を目的として年2回開
催されています。委員長はESG担当取締役で、各部門担当役員を委
員としています。
　2022年は2月と7月に開催し、全社のESG経営の推進状況、サス
テナビリティ長期方針で定めたカーボンニュートラル、ダイバーシ
ティ&インクルージョン、ガバナンス等に関する取り組み状況、お
よび国内外10部門のサステナビリティ活動状況を報告していま
す。終了後には取締役会に報告をするとともに全社員に情報を周
知しました。
　「サステナビリティ推進担当者会議」は、サステナビリティに関
する情報をグループ全体で共有し、ESG経営を推進する事を目的
として2022年から開催しています（3回開催）。

　2021年8月、2050年までの取り組みを定めたサステナビリティ
長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」を発表しました。経済的価
値の向上、社会的価値向上の視点から事業をとらえ、新たな価値を
創造し続けることによって、「持続可能な社会」を実現しステーク
ホルダーから信頼される企業を目指しています。

会議 組織

サステナビリティ
推進委員会

サステナビリティ
推進担当者会議

委 員 長 ： ESG担当取締役
委 員 ： 各部門担当役員
事 務 局 ： サステナビリティ経営推進本部 

人事総務本部

取締役会

グループをカバーし全58人

サステナビリティ推進委員会

サステナビリティ推進担当者

コンプライアンスカード
全社員に配布しています

タ
イ
ヤ
部
門

関
係
会
社

企
画
・
管
理
部
門

産
業
品
部
門

ス
ポ
ー
ツ
部
門

　「企業行動基準」は、住友ゴムグループのすべての役員および従業員
が事業活動を行っていくうえでの基本的な姿勢や考え方を、法令遵守
の側面からわかりやすく示した具体的なガイドラインです。
　住友ゴムグループと取引を行うお取引先様にも、本行動基準に則っ
て行動していただくことを期待します。

◯日本語
◯英語
◯中国語

◯タイ語
◯インドネシア語
◯ベトナム語

◯トルコ語
◯スペイン語

　企業行動基準は、以下8言語に対応しており、当社コーポレートサイ
トでご確認いただけます。
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　当社は、以下の方針に基づき株主との対話を実施し、企業価値の
向上を図っていきます。
① IR（ Investor Relations）に関しては経理財務担当役員が、SR
（Shareholder Relations）に関しては総務担当役員が、それぞれ
主として対応することで、各種ステークホルダーの関心に応じた
対話の実現を目指しています。

② 当社では、各関係部門が全社横断的に有機的に連携し、機関投資
家や株主等との建設的な対話をサポートしています。IR活動と
してはIR情報サイトで各種データを開示したり、IR室を2022年
に設置したほか、アナリスト・機関投資家向けの説明会を開催し

ています。また、SR活動としては、株主向けの各種発行物や統合
報告書を通じた企業概況、ESG経営等の情報発信や機関投資家
との直接対話を通じ、当社の企業価値向上を図っています。 

③ 株主や機関投資家等との対話で得られた意見などは、当社の企業
価値を一層向上させるための貴重なヒントととらえ、定期的に経
営陣や取締役会への報告を実施し、意見などを踏まえた新たな施
策の要否や方法を随時検討しています。

④ 能動的な IR活動、SR活動および効果的な情報発信を目的とし
て、当社株式を実質的に保有する株主の判明調査を実施し、株主
構成の状況把握に努めています。

　住友ゴムグループは、果たすべき責任を意識し、また、自分たちに
求められていることは何かを把握し、これらを事業活動に反映して
いくために、日常的なステークホルダーとのコミュニケーションを
大切にしています。
　事業のグローバル展開に伴って、ステークホルダーも世界各地に
広がり、多様化しています。すべてのステークホルダーの皆様に信
頼していただけるよう、誠実な企業活動に努めています。

コーポレート・ガバナンス

ステークホルダーエンゲージメント

社会への取り組み

社会貢献活動を通じた地域社会との共存共栄

社会貢献活動の推進・住友ゴムCSR基金

　住友ゴムCSR基金は当社の事業所がある地域で、地球環境問題
や社会問題解決に向けた活動を展開しているNPO団体などを資金
面で支援するために設立された制度です。

　2009年に設立され、翌2010年から当社の拠点地域における「環
境保全」「交通安全」「災害支援」「地域における社会課題解決」に取
り組む8団体への助成を開始し、2022年度は56団体に1,470万円
の助成を実施しました。

白河工場が第11回「みどりの社会貢献賞」を受賞
～操業以来、約50年間緑化推進活動や地域社会貢献活動を継続～

　白河工場は、緑地の良好な管理運営等により、地域社会への貢献
や環境改善等に顕著な功績のあった企業緑地とその活動を表彰す
る、公益財団法人都市緑化機構主催の第11回「みどりの社会貢献
賞」を受賞しました。工場の操業以来、約50年にわたり｢自然との調
和｣｢公害を出さない｣｢地域との密着｣のスローガンのもと、GENKI

の森での緑化推進活動やビオトープでの生物多様性保全活動、ボラ
ンティアや寄付等の地域社会貢献活動、カーボンニュートラルへの
取り組みを続けてきたことが高く評価されました。

寄付／協賛

　各拠点地域では社会貢献のための寄付や協賛も積極的に実施しています。国内では飲酒
運転撲滅運動「STOP! DRUNK DRIVING PROJECT」への協賛や1994年から続けている

「DUNLOP KOBE OPEN 車いすテニストーナメント」への特別協賛などを実施していま
す。海外拠点ではトルコで障がい者スポーツ施設へのユニフォームの提供、フィリピンで老
人ホームへの寄付、中国では美化プロジェクトに寄付を実施するなど、各地で社会貢献のた
めの寄付や協賛を実施しています。

GENKIの森 赤面山植樹活動（福島県主催）
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「住友ゴムCSR基金」助成団体数と助成金額 加入率（2022年12月）

加入者

42％
3,404人

従業員数（単体）

8,037人

お客様との関係

　タイヤに起因する事故の未然防止を目的として、「DUNLOP 全
国タイヤ安全点検」を2008年から15年継続しています。点検台数
は2022年までで累計で11万3千台となりました。 
　2023年は、タイヤの日である4月8日から16日間、全国の当社タ
イヤ販売店のタイヤセレクトで空気圧や
残溝、キズなどの点検を実施しました。期
間中はプロの点検に加え、各店舗でリーフ
レットを活用したタイヤ点検についての
啓発、直営店公式Twitter、各店舗ホーム
ページ、SNSを活用し定期的なタイヤ点
検、整備の必要性について訴求しました。
今後もタイヤ点検を通じてお客様の安全、
安心なドライブを支えていきます。

お客様健全な労使関係

　当社と住友ゴム労働組合（2022年12月末時点の役員・管理職を
除く組合員5,799人）は、経営情報の共有化と事前協議を基調に良
好な関係を維持しています。企業の発展と従業員の幸福追求を労
使共通の目標ととらえ、各種労使委員会で協議を重ねています。例
えば、人事制度や労働条件の見直しについて協議する労使賃金研究
会を労働組合幹部と住友ゴム人事部門で組織、継続的に開催するな
ど労使一体となって目標達成に向けた活動を行っています。
　同研究会を通じて、2022年度には、単身赴任手当増額と対象要
件緩和、生活支援積立休暇の取得要件緩和などを行うとともに、人
事制度のあり方に関する検討を開始しました。2023年度も、働き
方改革の推進などに引き続き取り組み、労使一体となってさまざま
な活動を進めていきます。

従業員

株主との対話の促進 株主・投資家

実施対象 方式 テーマの具体例

IR
機関投資家・アナリスト
※  決算説明会やスモールミーティング含め126回 

実施、うち海外投資家・アナリスト向けは 46回

● 決算説明会
● スモールミーティング
● 個別面談(主にオンライン形式)

● 四半期ごとの業績詳細や配当
● 今後の業績見通し
● 中期経営計画の内容やその進捗　など

SR
機関投資家12社

（国内10社、海外2社）
オンライン形式での個別面談 ● CO2削減目標の達成に向けた取り組み

● 女性管理職比率のKPI達成に向けての取り組み
● 社外役員の独立性　など

2022年の活動実績

地域社会

取引先

株主・投資家

お客様

従業員

住友ゴム
グループ

住友ゴムグループのステークホルダー
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2022年の目標と実績

製品
イノベーション

◯ スマートタイヤ 
コンセプトの 
具現化

◯ コンセプトタイヤ提案（2029）、 
新商品への100%搭載（2030） アクティブトレッドに関する開発推進

アクティブトレッドに関する技術開発
100% アクティブトレッド技術を搭載した 

次世代タイヤの2024年商品化に向けた開発実施
3-6　タイヤの高機能化による交通事故低減
9-5　次世代技術を搭載した製品の開発
　　   IT技術を活用したソリューションの提供

11-2　安全な移動手段への貢献中期計画で2024年のアクティブトレッド技術搭載の
次世代タイヤ発売を発表

◯ サステナブル商品 
認定制度の制定 ◯自社基準の目標策定（2022) サステナブル商品認定制度に関する基準の制定 サステナブル商品認定制度に関する社内基準と2030年に

向けた目標を制定 100% サステナブル商品認定制度を適用した商品企画 
の開始と、社内体制づくり

7-2　製品製造における再生可能エネルギー使用
9-4　製造段階における省資源
9-5　次世代技術を搭載した環境配慮製品の開発

11-2　安全な移動手段への貢献
12-5　リサイクル原材料活用
13-2　燃費向上やリサイクル原材料でCO2排出削減

カーボン 
ニュートラル

◯ カーボン 
ニュートラル 

（スコープ1、2）
◯ 2017年比50%削減（2030）、 

カーボンニュートラル達成（2050） 2017年比6%のCO2排出量削減 2017年比15％の削減 100%
以上 2022年比6%の削減

7-2　製品製造における再生可能エネルギー使用
7-3　省エネ活動の推進
9-5　次世代エネルギー水素の技術開発
11-3　持続可能なエネルギー水素の実用化に挑戦

12-6　サステナビリティに関する情報開示
13-2　CO2排出ゼロの製品製造の実現
17-6,17　水素活用における産官学の連携

◯  カーボン 
ニュートラル 

（スコープ3）
◯スコープ3の削減目標設定（2022） スコープ３削減目標の制定 スコープ3削減目標制定に向けた排出量把握 75% 2023年中の目標制定 9-5　次世代技術を搭載した環境配慮製品の開発

12-4　サステナブル原材料による廃棄時のCO2削減
12-5　リトレッドタイヤによるリユースの推進
13-2　製品ライフサイクルでのCO2排出削減

◯水素の活用 ◯水素ボイラーの製造ラインでの安定運用（2023） 白河工場（福島県）での水素ボイラー導入 白河工場（福島県）での水素ボイラー導入工事完了 100%
製造時CO2排出ゼロタイヤの量産開始 7-2　　製品製造における太陽光発電の利用

9-5　　次世代エネルギー水素の技術開発
11-3　 持続可能なエネルギー水素の実用化に挑戦

12-6　サステナビリティに関する情報開示
13-2　CO2排出ゼロの製品製造の実現
17-6,17　水素活用における産官学の連携水素ボイラー24時間運転における課題の確認

資源循環
持続可能な
原材料 ◯  サステナブル 

原材料比率の拡大

◯ サステナブル原材料比率を各商材で下記比率を 
目指す

・タイヤ：40%（2030）、100%（2050）
・ スポーツ：販売する全練習用ゴルフボールの20％
（2030）、販売する全ゴルフボールの100％（2050）、
100％使用のテニスボールを発売（2030）、販売する 
全テニスボールの100％（2050）

・産業品：製品の総重量比40%（2030）、100%（2050）

リサイクル率向上に向けた検討 リサイクル率向上に向けた検討実施

100%

リサイクル率向上に向けた検討継続

9-5　環境負荷の低い高機能原材料の開発
12-4　サステナブル原材料による廃棄時のCO2削減
13-2　製品ライフサイクルでのCO2排出削減

代替原材料の検討 代替原材料の検討実施 代替原材料の検討継続

設備検討 設備検討実施 設備検討と新規原材料導入に向けた対応計画

◯プラスチック削減
◯ タイヤラベル、商品包装材、 

販促ツール等のプラスチック使用量 
2019年比40%削減（2030）

2021年比4.5％のプラスチック使用量削減
テニスボールのプラスチック製ふた廃止

85% 梱包材等のプラスチック削減継続
8-4　企業活動の環境への影響を小さくする努力
9-4　資源の使用を効率化する
11-6　廃棄物の削減

12-4,5　廃棄物の環境に与える影響の低減
13-2　　廃棄物減によるCO2排出削減
14-1,2　海洋プラスチック問題への貢献タイヤ、スポーツ、産業品での販促材のプラスチック使用削減の

取り組み実施

水資源 ◯水使用量の削減 ◯ 水リスクの高い拠点を対象に 
水リサイクル100％（2050） トルコ工場での水リサイクル100％継続 トルコ工場の水リサイクル100%を継続

100% 水リスクの高い拠点の選定、取り組み計画の策定 6-1,4　水リスク低減への貢献
8-4　　効率よく水資源を利用できる技術の開発

9-4　　水資源のサステナブル化への貢献
12-2　 水資源の効率的利用への貢献水リスク評価方法に関する社内検討

サプライチェーン
マネジメント
（環境）

◯ 持続可能な 
天然ゴム 

（SNR）方針

◯SNR方針を満たす原材料の調達
・ 主要な取引先を対象（2030）、 

すべての取引先へ拡大（2050）

「持続維持可能な天然ゴムのための 
プラットフォーム」（GPSNR）へ参画し、 
業界動向に追従可能な仕組み、体制を構築する

GPSNR定例会議、ワーキンググループへの参加、貢献

100%

引き続きGPSNRへ参画し、 
他社・業界動向を追従できる体制を継続する 8-7　児童労働、強制労働の撲滅

15-1　森林破壊をしない天然ゴムの調達
15-5　天然ゴム調達における生物多様性の尊重
16-3,6　 原材料調達における人権尊重、コンプライアン

ス順守
GPSNRの報告要件に基づくレポートの提出

GPSNRのKPI目標を達成し、EU森林破壊規制法
（EUDR）に準拠するための活動項目の設定、実行

GPSNR能力開発（キャパシティビルディング）プロジェクトへの
拠出

健康と安全 ◯ 労働安全衛生 
の徹底 ◯重篤災害ゼロ

安全先行指標（KPI）を重点活動として設定し、
事業所間のバラツキや、部門／職場の差をなく
すための活動を継続して推進

事業所間のバラツキをなくす活動は予定通り完了 100%
（KPI）

全社に浸透しているBTC活動として安全活動を 
実施 3-9　有害物質による健康異常を防ぐ

8-8　全社員が安全に安心して働ける環境づくり海外グループ企業、協力企業で死亡災害計2件 安全先行指標（KPI）活動継続

◯健康経営の推進 ◯産業保健体制の強化、健康文化の醸成
生活習慣改善に重点を置き、喫煙、食事、睡眠、
飲酒に対しての施策に注力
特に喫煙に関して、「禁煙推進委員会」を
立ち上げ、受動喫煙防止、喫煙率削減を推進

本社で構内完全禁煙を開始するなど、計画通り取り組みを完了 100%
専門職の能力の向上による産業保健体制の強化

3-4　健康経営実践による社員の活力向上
　　　受動喫煙の害の減少

8-3　社員の働きがいの向上
8-5,8　企業風土の向上による活力の向上健康文化の醸成（2022年改訂の「健康経営宣言」の

認知度向上）

組織風土・
文化醸成

◯ リーダーシップ 
開発

◯ 360度フィードバックのグローバル導入（2030）、 
エグゼクティブコーチング継続実施（2030）、 
組織体質調査のポジティブ回答率80%（2030）

360度フィードバックを2021年に拡大した
海外拠点および国内グループ会社の対象範囲を
さらに拡大して実施

 360度フィードバックは、海外拠点や国内関係会社社員へも
対象を拡大
　海外： SURINDO、SRT、SRZ/SRC/SRH、SRUSA、SRB、

SAT
　国内：SBA、ウィズ、DT販社、DSM 100%

360度フィードバックは、海外工場は現地人幹部へ
の拡大、国内関係会社はプロパー社員への拡大を 
さらに進める 8-3　社員の成長と働きがいの向上

8-5,8　企業風土の向上による活力の向上 16-7　360度フィードバックによる対話の文化

組織体質調査 ポジティブ回答率（2022）：77.5%
マネジメント層のリーダーシップ力、 
マネジメント力の強化　組織体質調査 
ポジティブ回答率の向上：78.5%

多様性の
尊重と調和 ◯ ダイバーシティ& 

インクルージョン
の推進

◯ アンコンシャスバイアス研修の 
全階層への展開（2030）

アンコンシャスバイアス理解浸透施策の継続・
拡大 一般従業員へのアンコンシャスバイアス研修の実施

100%

アンコンシャスバイアス教育の工場への展開開始

5-1　女性活躍による組織活力の向上
5-4　男性育休推進等による子育て支援 10-3　LGBTQ+などへの差別根絶による機会拡大LGBTQ+理解浸透施策拡大 企業行動基準へのアンコンシャスバイアスに関する対応の明記 LGBTQ+理解浸透、アライステッカー配付拡大

技能系女性の就労環境改善
LGBTQ+理解浸透施策拡大：ハンドブック作成、eラーニング
展開、規定適応範囲の拡大、アライステッカー作成、PRIDE指標
ゴールド取得、理解浸透研修継続実施

女性も働きやすい現場づくり施策拡大

◯女性活躍の推進 ◯ 女性向けキャリア開発制度の継続、 
女性管理職比率7%（2025）、12%（2030）

メンター制度拡大 メンター制度の対象者拡大
100%

メンター制度の既存研修制度への落とし込み
5-1,5　女性活躍による組織活力の向上
5-4　　男性育休推進等による子育て支援

8-3　　社員の成長と働きがいの向上
8-5,8　企業風土の向上による活力の向上技能系女性の就労環境改善 厚生施設改善計画、予算計上、技能員向け両立支援ガイド発行 女性トップマネジメント育成施策の構築

女性も働きやすい現場づくり施策拡大

人権の尊重 ◯ 人権マネジメント
体制の構築

◯   グローバル人権方針の策定（2023）、 
人権マネジメント体制および 
人権デューデリジェンスプロセス構築（2024）、 
人権デューデリジェンスの確立・運用（2025）

人権マネジメント体制構築に向けた計画策定 人権マネジメント体制構築に向けた計画策定 100% グローバル人権方針の策定・発行 8-7　児童労働、強制労働の撲滅 16-3,6　 原材料調達における人権尊重、コンプライアン
ス順守

サプライチェーン
マネジメント

◯ 第三者評価機関 
（EcoVadis）の活用

◯   タイヤ原材料について購入金額ベースで95%を基
準点45点以上のサプライヤーから調達（2030） 

（タイヤ以外の事業部へも順次展開予定）※
― 購入金額ベースで82%を基準点45点以上のお取引先様から 

調達 100% ― 8-7　児童労働、強制労働の撲滅
15-1　森林破壊をしない天然ゴムの調達

15-5　天然ゴム調達における生物多様性の尊重
16-3,6　 原材料調達における人権尊重、コンプライアン

ス順守

コーポレート・
ガバナンスの
充実

◯ 取締役会の多様性
向上

◯ 取締役会の実効性向上、外部環境変化や 
当社経営状況を踏まえた取締役体制を構築

中期計画に基づきスキルマトリックスを策定す
るとともに、取締役・監査役候補者選定にあたっ
て多様性の観点から検討を進める

スキルマトリックスによりバランスの良い役員構成を検討し、
また、「取締役・監査役の選任方針・選解任基準」において多様性
の要素を組み込み、取締役会の多様性向上に努めた

100%
取締役・監査役候補者選定にあたっての多様性の
観点からの検討を継続し、企業価値向上に向けた 
役員体制を構築する

5-5　　取締役会の多様性による意思決定の質の向上
10-3　 ジェンダー、国籍を含む取締役会の多様性を 

高め議論の質を高める
16-6,7　多様な意見を取り込み意思決定につなげる

◯ ガバナンスの 
実効性向上

◯ 第三者機関の関与を得た評価実施、結果分析、 
実効性向上施策実施

取締役会の実効性に関するアンケート実施に
よる、実効性向上に向けた各種施策の実施と
効果の確認

決裁基準の見直し等の施策を実施するとともに、取締役会の
実効性に関するアンケートを実施し、2021年に実施した第三者
機関による評価において課題となっていた点について改善でき
ていることを確認した

100%
引き続き取締役会の実効性に関するアンケートを
継続し、実効性向上に向けた課題解決を進め、 
当社取締役会のガバナンスレベルの向上を図る

5-5　　取締役会の多様性による意思決定の質の向上
10-3　 ジェンダー、国籍を含む取締役会の多様性を 

高め議論の質を高める
16-6,7　多様な意見を取り込み意思決定につなげる

コンプライアンス
の徹底 ◯税の透明性

◯税務方針の策定 税情報開示内容の検討 各国納税状況の把握
100%

引き続き各国税情報の収集 10-5,6　 税の透明性を高めることで金融システムの 
健全化に貢献する

16-6　公正な納税で社会に貢献をする
17-1　事業を行う国の法に沿った適切な納税◯グローバル税務戦略の実行（2025） グローバル税務戦略の実行 税務戦略の例としての海外会社利益率の検討 グローバル税務戦略の検討（海外会社利益率検討､

タックスプランニングなど）

◯ Our Philosophyの
浸透

◯ Our Philosophy浸透度調査の「共感」以上の 
回答率80％（2030）

Phase２『理解』 
⇒ Phase３『共感』
Our Philosophyの自分事化

1Qブースト「Our Philosophy浸透セミナー」実施
ワークショップ形式で全20回、約3,000人の社員が参加
自分の仕事、業務の視点からOur Philosophyを考える内容で実施 100%

Phase３『共感』
⇒ Phase４『実践』Our Philosophy体現に向けた、
さまざまな取り組み 8-5　社員の働きがいを高め、能力を最大限に活かす

8-8　社員が安全に安心して働ける環境づくり
10-2　社員が多様な力を一つに、ともに成長する
16-5　社員の意識を高めコンプライアンスを徹底する

Our Philosophy浸透度 70% 工場技能系への浸透活動

住友ゴムグループのESG経営

　従来より社会的価値と経済的価値の両面を重視しながら企業活動を進めてきましたが、2021年に発表したサステナビリティ長期方針「は
ずむ未来チャレンジ2050」で事業を通じて環境問題や社会問題の解決に貢献し、持続可能な社会の実現に向けた取り組みをさらに強化する
ことを宣言しています。

　また、私たちはサステナビリティ長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」を達成することは「Our Philosophy」のPurpose「未来をひらく
イノベーションで最高の安心とヨロコビをつくる。」を具現化することにつながると考えています。
　サステナビリティ長期方針を通じて、私たちがどのように社会課題に貢献できたかをご報告いたします。

PLAN 2022年目標 DO 2022年活動実績 CHECK
自己評価 ACTION 2023年目標 関連するSDGsと取り組みによるポジティブインパクトサステナビリティ長期方針の目標

※  タイヤ原材料については、購入金額ベースで90%を超えるお取引先様に受審頂き、基準点（合格）を超えるお取引先様が80%を超過していることから、目標を受審率95％以上（2030）→合格率95%以上（2030）に変更
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11月 ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）推進と働き方改革に関する取り組みが評価され、令
和４年度「ひょうご仕事と生活のバランス企業表彰」を受賞。

11月 環境保全に関する新たな取り組み目標をまとめた「エコ・ファーストの約束（更新書）」を環境
大臣に提出し、「エコ・ファースト企業」として再認定（更新）。

12月 日本経済新聞社がまとめた2022年の「日経SDGs経営調査」にて、☆4.0の評価を獲得。

12月 電力の再生可能エネルギー100％化を目指す企業で構成される国際的な環境イニシアチブ
「RE100」への賛同を表明。

2022年

4月 市島工場が、緑化活動の推進･緑化思想の普及啓発に顕著な功績のあった団体などを表彰す
る「令和4年度緑化推進運動功労者内閣総理大臣表彰」を受賞。

5月 水素添加ポリマーを用いた「性能持続技術」がドイツ・ハノーバーで開催された「Tire Technology 
Expo 2022」内で開かれた「Tire Technology International Awards for Innovation and 
Excellence」において、優れた先進技術に贈られる「Tire Technology of the Year」を受賞。

5月 国際連合が提唱する「国連グローバル・コンパクト」に署名を行い参加企業として登録される。

6月 学術研究者への指導と支援の観点から最も貢献したメンターに贈られる、米国のタイヤ技術
コンソーシアムCenTiReの「the mentor of the year 2022」を受賞。

7月 株式会社日刊自動車新聞社主催の｢用品大賞2022｣で、3月に販売開始したプレミアムカー
向けグローバルフラッグシップタイヤDUNLOP「SP SPORT MAXX 060+（エスピース
ポーツマックス ゼロロクゼロ プラス）」がタイヤ部門賞を受賞。

11月 企業・団体におけるLGBTQ+などのセクシュアル・マイノリティへの取り組みの評価指標
「PRIDE指標2022」において「ゴールド」を受賞。

サステナビリティ活動に対する社外からの評価・認証についてご紹介します。

2023年

1月 2023年1月からタイヤに関するデータの標準化やデータへのアクセスのためのソリューショ
ンの定義に取り組む国際団体「GDSO（Global Data Service Organization for Tyres and 
Automotive Components）」に加盟。

2月 企業のサステナビリティ活動に関する国際的な評価機関であるEcoVadisによる調査において
「シルバー」評価を獲得。

3月 ESG投資に関する代表的な評価機関MSCIのESGレーティングにおいて「A」を獲得。

3月 白河工場が、地域社会への貢献や環境改善等に顕著な功績のあった企業緑地とその活動を
表彰する第11回「みどりの社会貢献賞」（公益財団法人都市緑化機構主催）を受賞。

3月 株式会社ダンロップゴルフクラブが、｢障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定
制度（もにす認定制度）｣で優良事業主として宮崎県都城市で初めて認定される。

3月 社員の健康増進のためにスポーツ活動の支援や促進に向けた取り組みを実施している企業と
して､スポーツ庁から｢スポーツエールカンパニー2023｣に初めて認定される。

3月 経済産業省と日本健康会議が共同で発表した優良な健康経営を実践している法人が選定
される｢健康経営優良法人2023（ホワイト500）｣に2017年から7年連続で認定される。

3月 女性活躍の推進を含めたダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）を推進し、多様な人材が活
躍できる企業づくりを進める姿勢などが評価され、｢ひょうご・こうべ女性活躍推進企業（ミモ
ザ企業）｣として認定される。

3月 ドイツ・ハノーバーで開催された「Tire Technology Expo 2023」内で開かれた「Tire Technology 
International Awards for Innovation and Excellence」において、「バイオポリマー合成の研究」が
最先端の材料研究に贈られる「Materials Innovation of the Year」を、また「酵素評価方法の発明」
が研究におけるブレークスルーに贈られる「R&D Breakthrough of the Year」をそれぞれ受賞。

3月 中国江蘇省にある常熟経済技術開発区が設立30周年に合わせ、30年来に開発区の発展に
際立った貢献をした企業を表彰する「1992～2022常熟経済技術開発区卓越貢献企業賞」を
受賞。
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規模
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20

40

60

80

100
人材活用

収益性

全社（平均値）
所属業種（ゴム製品）
住友ゴム工業

社外からの評価・認証の取得

FTSE ESG指数

SOMPOサステナビリティ・インデックス

「第17回（2023年）CSR企業ランキング」

　ESG投資の代表的な指数「FTSE4Good Index Series」および
「FTSE Blossom Japan Index」の構成銘柄に2年連続選定されま
した。
　また、2022年度に新しく設定された指数「FTSE Blossom 

Japan Sector Relative Index」にも採用されました。

　「SOMPOサステナビリティ・インデックス」に2012年より連続して選定されています。（SOMPOアセット
マネジメント社が設定する年金基金、機関投資家向け運用プロダクト）

　幅広いステークホルダーから「信頼される会社」を見つける「東
洋経済CSR企業ランキング」は、人材活用、環境、企業統治＋社会
性、収益性、安全性、規模を評価し、CSR（企業の社会的責任）と財務
の両面からランキングをまとめています。
　当社は総合得点で全社平均、所属業種（ゴム製品）平均を上回る
とともに、全項目でバランスの取れたスコアを獲得しています。
　環境と企業統治で全1,702社中50位以内にランクされ高い評価
を獲得しました。

住友ゴムグループのESG経営

出典： 東洋経済新報社 第17回（2023年）
CSR企業ランキング報告書

◯ISO9001：2015 品質マネジメントシステム
◯ISO14001：2015 環境マネジメントシステム

◯ISO45001：2018 労働安全衛生マネジメントシステム
◯IATF16949：2016 自動車産業品質マネジメントシステム規格

認証取得





財務・非財務データセクション

連結財政状態計算書
単位：百万円

2021年度
（2021年12月31日）

2022年度
（2022年12月31日）

負債及び資本

負債

　 流動負債

　 社債及び借入金 68,143 100,895

　 営業債務及び 
その他の債務 160,902 176,151

　 その他の金融負債 12,100 14,431

　 未払法人所得税 6,301 7,980

　 引当金 1,604 1,299

　 その他の流動負債 47,535 52,152

流動負債合計 296,585 352,908

　 非流動負債

　 社債及び借入金 170,502 210,907

　 その他の金融負債 46,919 48,191

　 退職給付に係る負債 23,417 21,333

　 引当金 1,818 1,654

　 繰延税金負債 12,093 4,690

　 その他の非流動負債 21,292 21,656

非流動負債合計 276,041 308,431

負債合計 572,626 661,339

資本

　 資本金 42,658 42,658

　 資本剰余金 39,715 39,705

　 利益剰余金 481,455 478,379

　 自己株式 (85) (61)

　 その他の資本の 
構成要素 (62,203) 　(14,481)

　 親会社の所有者に 
帰属する持分合計 501,540 546,200

　 非支配持分 12,003 17,663

　 資本合計 513,543 563,863

負債及び資本合計 1,086,169 1,225,202

2021年度
（2021年12月31日）

2022年度
（2022年12月31日）

資産

　流動資産

　現金及び現金同等物 75,093 73,846

　 営業債権及び 
その他の債権 197,320 209,009

　その他の金融資産 2,096 6,950

　棚卸資産 218,019 283,501

　その他の流動資産 40,553 50,593

流動資産合計 533,081 623,899

　非流動資産

　有形固定資産 389,795 436,307

　のれん 26,287 26,412

　無形資産 42,794 45,919

　 持分法で会計処理 
されている投資 4,430 4,462

　その他の金融資産 36,889 34,303

　退職給付に係る資産 41,458 38,899

　繰延税金資産 10,641 12,953

　その他の非流動資産 794 2,048

非流動資産合計 553,088 601,303

資産合計 1,086,169 1,225,202

単位：百万円

2021年度
（自 2021年 1月 1日
至 2021年12月31日）

2022年度
（自 2022年 1月 1日
至 2022年12月31日）

売上収益 936,039 1,098,664

売上原価 (676,341) (845,442)

売上総利益 259,698 253,222

販売費及び一般管理費 (207,723) (231,259)

事業利益 51,975 21,963

その他の収益 2,668 3,093

その他の費用 (5,474) (10,068)

営業利益 49,169 14,988

金融収益 1,797 11,519

金融費用 (6,289) (4,041)

持分法による投資利益 88 73

税引前利益 44,765 22,539

法人所得税費用 (14,779) (10,083)

当期利益 29,986 12,456

当期利益の帰属

　親会社の所有者 29,470 9,415

　非支配持分 516 3,041

　当期利益 29,986 12,456

1株当たり当期利益

　基本的1株当たり当期利益（円） 112.05 35.80 

単位：百万円

2021年度
（自 2021年 1月 1日
至 2021年12月31日）

2022年度
（自 2022年 1月 1日
至 2022年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,090 27,869

投資活動によるキャッシュ・フロー (54,023) (78,697)

財務活動によるキャッシュ・フロー (13,332) 41,556

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,155 8,025

現金及び現金同等物の増減額（減少） 890 (1,247)

現金及び現金同等物の期首残高 74,203 75,093

現金及び現金同等物の期末残高 75,093 73,846

連結損益計算書

連結キャッシュ・フロー計算書

97 Integrated Report 2023 98Integrated Report 2023

コーポレート・データ



本報告書およびWeb開示の環境報告データの信頼性を高めるため
に第三者機関による検証を受けました。

「◎」のマーク（P.96）は、検証の対象データです。
この検証の対象データと検証手順は次の通りです。

1.  グローバル温室効果ガス排出量（Scope1、2、3）
検証手順：IAEA3000（改訂版）に準拠した検証手順とISO14064-3

2.   グローバルエネルギー使用量、国内工場の水使用量、排水量、廃棄
物排出量
検証手順：IAEA3000（改訂版）に準拠した検証手順

 

Page 1 of 3 
. 

LRQA独独立立保保証証声声明明書書 
住住友友ゴゴムム工工業業ググルルーーププのの 2022 年年温温室室効効果果ガガスス排排出出量量イインンベベンントトリリ、、エエネネルル

ギギーー消消費費量量、、廃廃棄棄物物排排出出量量、、水水使使用用量量おおよよびび排排水水量量デデーータタにに関関すするる保保証証 
 
 
この保証声明書は、契約に基づいて住友ゴム工業株式会社に対して作成されたものである。 
 
保保証証業業務務のの条条件件 
LRQA リミテッド（LRQA）は、住友ゴム工業株式会社（以下、組織という）からの委嘱に基づき、2022 年

（2022 年 1 月 1 日～2022 年 12 月 31 日）の温室効果ガス（以下、GHG という）排出量インベントリ、エ

ネルギー使用量、廃棄物排出量、水使用量、および排水量のデータ（以下、報告書という）について、下

記の基準に対して LRQA の検証手順を用いて限定的保証レベルと検証人の専門的判断による重要性によっ

て保証業務を実施した。LRQA の検証手順は、GHG 排出量データについては ISO14064-3 を参照しており、

現在のベストプラクティスに基づいて ISAE3000（改訂版）に準拠している。 
 
LRQA の保証業務は、GHG 排出量とエネルギー消費量については住友ゴム工業グループの日本国内外 76 社

の製造拠点と非製造拠点、廃棄物排出量、水使用量、および排水量のデータについては日本国内 6 工場1 

の拠点と事業活動、および以下の要求事項を対象とする。 
• 選択されたデータが組織の定める報告方法に従っていることを確認すること。 
• 下記の選択された指標のデータと情報の正確性および信頼性を評価すること。 

• スコープ 1 GHG 排出量 、スコープ 2 GHG 排出量（ロケーション基準、マーケット基準）及びスコ

ープ 3 GHG 排出量（カテゴリ 1, 11, 12）2 
• エネルギー使用量（単位：原油換算千リットル） 
• 廃棄物排出量: 廃棄された量（単位：トン） 
• 水使用量: 使用した体積（単位：千立方メートル）であり、水道水、地下水及び工業用水を水源と

するもの 
• 排水量: 排出された体積 （単位：千立方メートル） 

 
保証業務の範囲は、報告書に言及されている組織のサプライヤー、業務委託先、その他第三者のデータお

よび情報を除く。 
 
LRQA の責任は、組織に対してのみ負うものとする。脚注で説明されている通り、LRQA は組織以外へのい

かなる義務または責任を放棄する。組織は、報告書内の全てのデータおよび情報の収集、集計、分析およ

び公表、および報告書の基となるシステムの効果的な内部統制の維持に対して責任を有するものとする。

報告書は組織によって承認されており、その責任は組織にある。 
 
LRQA のの意意見見 
LRQA の保証手続において、組織が全ての重要な点において、 
• 上記の要求事項を満たしていない 
• 下の表 1 及び 2 に要約された GHG 排出量と主な環境データについて正確かつ信頼性のあるデータと

情報を開示していない 
ことを示す事実は認められなかった。 
表明された意見は、限定的保証水準3及び検証人の専門的判断による重要性に基づいて形成された。 

 
�   日本国内の、白河、名古屋、泉大津、宮崎、加古川及び市島の各工場 
�   GHG の定量化には固有の不確かさが前提となる。 
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観観察察事事項項 
保証業務を通じた更なる観察および発見事項は以下である。 
• データ収集・集計の過程で多くの手作業（排出係数の付与など）がなされているため、誤りの原因とな

る可能性がある。データの完全性・正確性を確保するために、データチェックシステムを含めたデータ

管理体制の改善が期待される。 
 
LRQAのの基基準準、、力力量量及及びび独独立立性性 
LRQAは、少なくともISO 14065「温室効果ガス－認定又は他の承認形式で使用するための温室効果ガスに関

する妥当性確認及び検証を行う機関に対する要求事項」およびISO/IEC17021-1「適合性評価－マネジメント

システムの審査及び認証を行う機関に対する要求事項 - 第1部：要求事項」の品質管理に関する国際規格の

要求事項を満たし、また、国際会計士倫理基準理事会より発行されている職業会計士のための倫理規定に

従った包括的なマネジメントシステムを運用し、維持している。 
 

LRQAは、その資格、トレーニング及び経験に基づき、適切な資格を有する個人を選任することを保証する。

全ての検証および認証審査の結果は上級管理者によって内部でレビューされ、適用された手続が正確であ

り、透明であることを保証する。  
 

LRQAは組織に対して、ISO 9001、ISO 14001、ISO 45001およびIATF 16949の認証を実施している機関である。

この認証および検証が、LRQAが組織に対して実施した仕事であり、それ自体が我々の独立性あるいは中立

性を損なうものではない。 
 
署名                 日付: 2023 年 4 月 24 日 

 
上野 一郎         
LRQA 主任検証人 
LRQA リミテッド 
神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-3-1 クイーンズタワーA10F  
LR reference: YKA4005028  
 
LRQA, its affiliates and subsidiaries, and their respective officers, employees or agents are, individually and collectively, referred to in this clause 
as 'LRQA'. LRQA assumes no responsibility and shall not be liable to any person for any loss, damage or expense caused by reliance on the 
information or advice in this document or howsoever provided, unless that person has signed a contract with the relevant LRQA entity for the 
provision of this information or advice and in that case any responsibility or liability is exclusively on the terms and conditions set out in that 
contract. 

The English version of this Assurance Statement is the only valid version. LRQA assumes no responsibility for versions translated into other 
languages.  
 
This Assurance Statement is only valid when published with the Report to which it refers. It may only be reproduced in its entirety. 
 
Copyright © LRQA, 2023.   
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表表 1.住住友友ゴゴムム工工業業ググルルーーププのの2022年年ののGHG排排出出量量のの要要約約 
 

GHG 排排出出量量ののススココーーププ 千千トトンン CO2e 

 A  � B  � 

スコープ 1  GHG 排出量 386 377 

スコープ 2  GHG 排出量（ロケーション基準） 757 668 

スコープ 2  GHG 排出量（マーケット基準） 530 471 
 

GHG 排排出出量量ののススココーーププ 千千トトンン CO2e 
スコープ 3  GHG 排出量 
 カテゴリ 1 5,073 

カテゴリ 11 32,870 

カテゴリ 12 897 

 
 

表表 2.住住友友ゴゴムム工工業業ググルルーーププのの2022年年のの主主なな環環境境デデーータタのの要要約約 
 

環環境境デデーータタ 数数値値 

エネルギー使用量 524,730 原油換算キロリットル 

廃棄物排出量 9,537 トン 

水使用量 5,316 千 m3 

排水量 4,583 千 m3 
 
 
LRQA のの保保証証手手続続 
LRQA の保証業務は、LRQA の検証手順に従って実施された。結論を得るために、保証業務は証拠収集の一環

として次の事項を含んで実施された。 
• 宮崎工場への訪問審査とデータと記録の管理に係わるプロセスのレビューを実施した。 
• データと記録の管理を担当する主要な要員へのインタビューを実施した。 
• 報告書の重要な誤り、脱漏および記載の誤りを予防するように構築された組織のデータ管理システムを

審査した。我々は、内部の品質管理を含めたデータ管理の手順、指針およびシステムの効果的な実施を

レビューすることでこれを実施した。 
• 集計された 2022 年実績データおよび記録の検証を実施した。 
 

 
�   限定的保証業務の証拠収集は、合理的保証業務に比べて少ない範囲で行われ、各拠点を訪問して元データを確認するより集計された
データに重点を置いている。従って、限定的保証業務で得られる保証水準は合理的保証業務が行われた場合に得られる保証に比べて
実質的に低くなる。 

�   グループ報告書開示のため組織の自社基準で定義され、2004 年で固定された温室効果ガス排出係数に基づく値 
�   定量化の時点で入手可能な現行の温室効果ガス排出係数による値 

第三者検証報告書 第三者意見

Our Philosophyの浸透
　住友ゴムの報告書の最大の特色は、Our Philosophyの浸透です。それは、Our Philosophyの「浸
透活動」のページだけを指すのではなく、報告書の随所でOur Philosophyが語られていることで
す。企業理念の浸透はどの会社でも苦労していますが、住友ゴムはこの点に本気で取り組まれてい
ることがよく分かります。Purposeとして、「未来をひらくイノベーションで最高の安心とヨロコ
ビをつくる。」を掲げておられ、現在はその「共感」フェーズですが、やはり「実践」フェーズが一番
大切で、実践することで共感も高まるという相乗効果が発揮されます。来年度は、「最高の安心とヨ
ロコビ」を一人ひとりの社員の方が実践した事例をぜひ見せてほしいと思います。

サステナビリティビジョンの制定
　住友ゴムは、Our Philosophyとサステナビリティを長期方針につなぐサステナビリティビジョ
ンを制定され、マテリアリティ分析に基づく重要課題・課題と結び付けられています。重要課題・
課題も18から13に絞り込まれ、それぞれの課題に対する目指す姿を文章で表現されることで分
かりやすく整理されています。もちろん、それぞれの活動にはKPIが設定されているのですが、KPI

だけでは数字が独り歩きしてしまうので、その内容を文章で示しておくことは非常に重要です。こ
の工夫によって、KPIの妥当性を常に問う視点が生まれ、活動が目標も含めて継続的に検証され、
改善していくことを期待しています。

人的資本情報開示の充実
　人的資本情報の開示が大幅に充実したことも、今年度の報告書の大きな特徴です。ここでも
Our Philosophyが基盤となって、人材育成政策が実施されています。人事担当役員が2ページに
もわたってメッセージを載せていることは、会社としてのコミットメントを強く意識している証
拠であると評価できます。取り組む活動の範囲も包括的で会社としての意気込みが強く感じられ
ます。今後の希望を言えば、目線が社内にとどまっているようにも見えます。人材の育成はもちろ
ん会社の成長のためが大きな目標ですが、それを通じて社会が発展しなければなりません。社員
が、会社のためだけではなく、自分のために頑張って、それが会社のためになるような仕掛けが、
社会から見た人材育成には欠かせません。ぜひ、そのレベルまで活動を展開していただくことを
希望します。

神戸大学大学院 
経営学研究科教授

國部　克彦 氏
大阪市立大学大学院修了。博士（経営学）
大阪市立大学、神戸大学助教授を経て、
2001年より同教授。2014年から2016
年、および2021年から現在まで神戸大学
大学院経営学研究科長・経営学部長。
2019年より2021年まで神戸大学副学
長、2020年より神戸大学バリュースクー
ル長を併任。近著に『アカウンダビリティ
から経営倫理へ』（有斐閣）、『創発型責任
経営』（国本経済新聞出版社）、『1からの
管理会計』（碩学舎）『価値創造の教育 神
戸大学バリュースクールの挑戦』（神戸大
学出版会）などがある。

　國部先生にはいつも適切なアドバイスと過分なご評価をいただいていますこと、改めてお礼を申し上
げます。
　当社は2020年、不透明で変化の激しい環境に対応し、さらなる成長を果たすためのぶれない指針とし
て企業理念体系「Our Philosophy」を策定、また2021年にはESG経営を実践するためのサステナビリ
ティ長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」を設定しましたが、地政学的なリスクの高まりなどにより、
企業を取り巻く環境はさらに複雑化してきています。
　こういった状況を鑑み、当社は今般、「Our Philosophy」と「はずむ未来チャレンジ2050」をつなぐ「サ
ステナビリティビジョン」を策定しました。これにより、「Our Philosophy」のPurpose―重要課題―「は
ずむ未来チャレンジ2050」を一つの流れとして理解することが可能となりました。
　『統合報告書2023』ではこの流れをロードマップとして見せるとともに「はずむ未来チャレンジ2050」
の施策や進捗状況をESGの枠組みで冊子の後半にまとめて掲載するなど、昨年からより理解しやすい構
成とすることができました。
　國部先生からのフィードバックにもあるとおり、今後はKPIだけでなく重要課題の設定についても継続
的に見直しを行い、改善していくことを進めていく所存です。
　大きな時代の転換期に、グループ従業員が一丸となり、さらに踏み込んだ施策を推進するとともに、活
動の実効性と透明性を高めてまいります。

第三者意見を受けて

サステナビリティ 
経営推進本部長

石野　崇
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コーポレート・データ
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東京本社

免責事項
本報告書には、住友ゴムグループの過去と現在の事実だけでなく、将来の計画や見通し、経営計画などに基づいた予測が含まれています。これらの将来予測は、記述した時点で入手できた情報
に基づく仮定・判断であり、将来の結果は予測とは異なったものとなる可能性があります。

海外

国内
 事務所
 開発拠点
 生産拠点

 本社

  岡山タイヤ 
テストコース

  宮崎工場 
（タイヤ・スポーツ用品）

  泉大津工場 
（タイヤ・産業品）

  スイス工場 
（産業品）

  南アフリカ工場 
（タイヤ）

  スロベニア工場 
（産業品）

  トルコ工場 
（タイヤ）

  加古川工場 
（産業品）

  タイヤテクニカル
センター

  ゴルフ科学 
センター

アジア／大洋州
製造会社：9社
販売会社：18社

その他関係会社：2社

欧州／ 
アフリカ／中近東

製造会社：4社
販売会社：23社

その他関係会社：9社

国内
製造会社：3社
販売会社：15社

その他関係会社：10社

米州
製造会社：3社
販売会社：4社

その他関係会社：2社

  中国・中山工場 
（産業品）

  ベトナム工場 
（産業品）

  フィリピン工場 
（スポーツ用品）

  マレーシア工場 
（産業品）

  インドネシア工場 
（タイヤ・スポーツ用品）

  中国・湖南工場 
（タイヤ）

  タイ工場 
（タイヤ）

  中国・常熟工場 
（タイヤ）

  タイ工場 
（スポーツ用品）

  市島工場 
（スポーツ用品）

  米国工場 
（スポーツ用品）

  米国工場 
（タイヤ）

  ブラジル工場 
（タイヤ）

  名古屋工場 
（タイヤ）

  名寄タイヤ 
テストコース

  旭川タイヤ 
テストコース

  白河工場 
（タイヤ）

資本金 42,658百万円
上場証券取引所 東京

証券コード 5110

株式総数等 発行可能株式総数：800,000,000株
発行済株式総数　：263,043,057株

株主名簿管理人および 
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主数 44,620名 会計監査人 有限責任 あずさ監査法人
神戸市中央区雲井通七丁目1番1号

大株主

住友電気工業（株） ..........................................................................................................................................................................................................................................................................................................................28.85%
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口）.................................................................................................................................................................................................................................................8.99%
NORTHERN TRUST CO.（AVFC）RE SILCHESTER INTERNATIONAL  
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST ...........................................................................................................................................................................................................6.42%
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION FUNDS ......................................................................................................................................3.14%

（株）日本カストディ銀行（信託口） .................................................................................................................................................................................................................................................................................2.84%
全国共済農業協同組合連合会 ...............................................................................................................................................................................................................................................................................................2.79%
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C NON TREATY ...................................................................................................................................................................................................2.16%

（株）三井住友銀行 ..............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................1.98%
住友商事（株） ...........................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................1.55%
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY ACCOUNT ...................................................1.50%

注：持株比率は自己株式（34,841株）を発行済株式の総数から控除して算出しております。

グローバルネットワーク（2022年12月末現在） 投資家情報（2022年12月31日現在）
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株価の推移

FSC®マークが付いている製品を選ぶことは、森を大切
にすることにつながります。

用紙での配慮

印刷での環境配慮

印刷での配慮

印刷インキには、揮発性有機化合物（VOC）を含まない
植物油のNon-VOCインキを使用しています。

印刷工程では、有害廃液を出さない水なし印刷方式で
印刷しています。
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